Translators\u27 Notes by 作間 逸雄 et al.
はじめに
この訳稿は，国際連合社会発展研究所（United
Nations Research Institute for Social Develop-
ment，UNRISD）のサイトに掲載されている董
暁媛（カナダ・ウィニペグ大学），安新莉（中
国国家統計局）の共同論文「無償労働のジェン
ダー・パターンと貨幣評価―中国初の大規模時
間使用調査の結果から―」（Gender Patterns
and Value of Unpaid Work : Findings from
China’s First Large-Scale Time Use Survey）を
訳出したものである。本論文は，その表題にあ
るように，２００８年に実施された中国初の本格的
時間使用調査を用いて，中央計画経済から社会
主義市場経済への移行を経た現在の中国のひと
びとの福祉にも深く関わる，無償労働の実施状
況とその配分を研究した論攷である。とくに，
注目されるのは，無償労働を含む中国の時間使
用のジェンダー・パターンの詳細な分析がなさ
れていることであり，中でも，家計の置かれた
状況の変化に対する反応について，都市・農村
の別，教育水準の差などに配慮しながら，SUR
（見かけ上無関係な回帰）手法を用いてなされ
た計量分析であろう。さらに，本論文では，独
自の方式による，無償労働の貨幣評価が実施さ
れ，GDPなどのマクロ指標との比較がなされ
ている。
以下，第１節では，まず，中国初の時間使用
調査の特徴を，その行動分類を中心に，わが国
の社会生活基本調査やヨーロッパ統一時間使用
調査等と比較する。次に，第２節で，時間配分
のジェンダー・パターンの簡単な国際比較を試
みるとともに，著者が行なった分析を検討する。
さらに，第３節では，本論文に含まれる無償労
働の貨幣評価を考察の対象とする。最後に，ク
ロージング・リマークを付す。
１．中国時間使用調査とその行動分類
中国初の本格的な時間使用調査１）（以後，中
国 TUS）が２００８年に実施された。調査の概要
は，本文第１節と付録にある表 A１「標本の要
約統計」に見られる２）。董・安論文が分析対象
とするのは，この時間使用調査結果であるが，
本節では，その行動分類をヨーロッパ統一時間
使用調査（HETUS）その他各国の時間使用調
査における行動分類と比較しながら，中国 TUS
分類における大きな特徴が他の基準分類で
SNA狭義生産境界に含まれる諸行動（「仕事」）
が「正規部門」就業と家計部門の生産にわけら
れていること，宗教活動が「個人活動」（それ
以外の点では，いわゆる「１次活動」３）に相当す
る）に含まれていることなどにあることを明ら
かにする。
時間使用調査に用いられる行動分類には，合
意された国際統一基準があるわけではない。時
間使用調査主体が技術的に共通に直面する問題
１）time use survey，生活時間調査と訳されることも
ある。
２）その結果の概要を知るためには，国家統計局社会
和科技統計司編（２００９）がある。中文版・英文版の
双方が含まれている。
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付表１ 中国 TUS行動分類
０ 個人活動
中分類 小分類 行動
０１ 睡眠・休息
０１１ 夜間睡眠
０１２ うたたね
０１３ 病床
０２ 食事・その他飲食
０２１ 食事をする
０２２ 水あるいは飲料を飲む
０２３ 間食
０３ 身だしなみ
０３１ 日常生活への身だしなみ
０３２ 入浴
０３３ 理・美容・健康
０３４ その他の身だしなみ
０４ 宗教活動
０５ 喫煙
０６ その他の活動
０９ ０９０ 関連する移動
１ 就業活動
１１ 就業活動
１１１ 主たる仕事
１１２ 主たる仕事以外の仕事
１１３ 書生，見習いまたは研修
１１４ 短期休暇または休職
１１５ 就業活動・関連する訓練または
研修
１１６ 求業活動
１１７ 起業活動
１２ １２０ その他の活動
１９ １９９ 関連する移動
２ 家計第１次経済活動
２１ ２１０ 農業（栽培業，農園）生産活動
２２ ２２０ 林業生産活動
２３ ２３０ 牧場生産活動
２４ ２４０ 漁業生産活動
２５ ２５０ その他の第１次生産活動
２９ ２９９ 関連する移動
３ 家計生産及び建築活動
３１ ３１０ 農産物加工
３２ ３２０ 食品製造
３３ ３３０ 醸造及び飲料製造
３４ ３４０ 紡織品，衣料及び比較関連産品
の製造
３５ ３５０ 非金属鉱物製品加工
３６ ３６０ その他の製造活動
３７ ３７０ 家計建築生産活動（含む共同体
の建築活動への参加）
３８ ３８０ その他の活動
３９ ３９９ 関連する移動
４ 家計によるサービス関連経済活動
４１ ４１０ 食品及び小売（日用雑貨販売）
４２ ４２０ 修理，取り付け，保守サービス
４３ ４３０ 専門サービスの提供
４４ ４４０ ケアに関するサービス提供
４５ ４５０ 客・貨物輸送
４６ ４６０ 有償家事サービス
４７ ４７０ その他の活動
４９ ４９９ 関連する移動
５ 自分及び家族の家計最終消費支出に提供する家事労働
５１ 食物，飲料及び関連する準備・
片づけ
５１１ 食料，飲料の準備
５１２ 食事サービス，食後の片づけ
５２ 住居及び周辺の片づけ・清掃
５２１ 室内清掃
５２２ 戸外清掃
５３ 洗濯，洗濯物の片づけ
５３１ 衣類の洗濯，靴磨き
５３２ アイロンがけ，衣類片付け整理
整頓
５３３ 衣類（継当て）メンテナンス，
編み物
５４ 買い物
５４１ 耐久消費財を含む家庭用消費財
の購入
５４２ ウインドウショッピング
５４３ 電化製品修理，自動車修理のた
めの依頼
５４４ 専門機関に赴くサービス
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５５ ペットの飼育
５５１ エサの供給，清潔維持，散歩
５５２ 病気に対する世話，美容の世話，
種付け
５６ 自身による小規模改修，修理
５６１ 家屋付帯工事（水道，塗装等），
維持修繕のための部品つくり取
り付け，輸送手段の修理
５６２ 家屋付帯工事（水道，塗装等）
５６３ 輸送手段の修理
５７ ５７０ 家事雑事処理（家計整理整頓，
旅行計画，利殖等）
５８ ５８０ その他の活動
５９ ５９９ 関連する移動
６ 家族への世話及び対外家計への世話
６１ 子供の世話
６１１ 子供の身の回りの世話
６１２ 子供の教育，訓練
６１３ 子供の看護
６１４ 子供の付添
６２ 成人の世話
６２１ 成人の生活の世話
６２２ 成人の医療看護
６２３ 成人の外出への付添
６３ ６３０ その他の家計への無償家事支援
６４ ６４０ 地域社会に対する公共活動，慈
善組織に関する公共活動
６５ ６５０ その他の活動
６９ ６９９ 関連する移動
７ 学業，訓練
７１ 正規教育の活動
７１１ 学校教育活動
７１２ 授業間休憩，授業開始待機
７１３ 遠隔教育学習活動
７２ 宿題等復習及び正規教育関連活
動
７２１ 放課後の宿題及び復習，予習
７３ ７３０ 余暇学習あるいは成人教育
７４ ７４０ 職業に関連する専門的職業訓練
７５ ７５０ その他
７９ ７９９ 関連する移動
８ 娯楽，レジャー，交際
８１ メディアの利用
８１１ 読書
８１２ 新聞・雑誌（定期刊行物）
８１３ その他の読書
８１４ TVを見る
８１５ CDROM，VTR
８１６ ラジオ
８１７ その他の音楽鑑賞
８１８ パソコンによる視聴
８１９ インターネット使用
８２ 運動
８２１ ジョギング，ウォーキング
８２２ 武術，気功
８２３ ダンス・健身
８２４ 球技
８２５ 水泳・水上スポーツ
８２６ その他の運動
８３ 趣味・娯楽
８３１ 囲碁，麻雀，カード遊び等
８３２ ゲーム機
８３３ グループで行う娯楽
８３４ 収集活動
８３５ 芸術活動
８４ （屋外）見物，映画鑑賞
８４１ 映画鑑賞
８４２ 屋外見物・鑑賞
８４３ 上演劇鑑賞
８４４ スポーツ試合観戦
８５ 社会交流
８５１ 交流
８５２ 手紙・メール
８５３ その他の社会交流
８６ ８６０ その他の活動
８９ ８９９ 関連する移動
９ ９０ ９００ その他の活動（上記以外の活動）
出所）中国国家統計局「２００８時間利用調査」「時間利用
活動分類」http : //www.stats.gov.cn/，http : //www.china
-economic-data.com/english/show.php?contentid=397。
訳者ノート
143
付
表
２
各
国
の
行
動
分
類
の
比
較
（
S
N
A
生
産
境
界
ベ
ー
ス
）
社
会
生
活
基
本
調
査
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
時
間
統
一
調
査
中
国
行
動
時
間
調
査
ア
メ
リ
カ
行
動
時
間
調
査
大
分
類
中
分
類
細
分
類
大
分
類
中
分
類
大
分
類
中
分
類
大
分
類
中
分
類
有
償
労
働
①
有
償
労
働
①
―１
支
払
の
あ
る
労
働
主
な
仕
事
関
連
主
な
仕
事
①
就
業
主
な
仕
事
①
就
業
活
動
就
業
活
動
⑤
労
働
と
労
働
関
連
の
活
動
主
な
仕
事
中
の
移
動
副
業
そ
の
他
の
活
動
労
働
関
連
す
る
輸
送
活
動
副
業
関
連
副
業
就
労
に
関
連
し
た
活
動
②
家
計
第
１
次
経
済
活
動
農
業
（
種
ま
き
）
労
働
関
連
の
活
動
林
業
牧
畜
漁
業
そ
の
他
の
第
１
次
産
業
関
連
す
る
輸
送
活
動
副
業
中
の
移
動
③
家
計
に
よ
る
製
造
及
び
建
築
活
動
農
産
物
加
工
そ
の
他
の
収
入
が
生
じ
る
活
動
通
勤
通
勤
就
業
活
動
と
面
接
そ
の
他
の
仕
事
関
連
仕
事
中
の
休
暇
食
品
製
造
労
働
と
労
働
関
連
の
活
動
酒
造
・
飲
料
製
造
紡
織
品
・
服
装
・
皮
革
等
非
金
属
・
鉱
物
生
産
そ
の
他
の
製
造
家
計
建
築
生
産
そ
の
他
の
活
動
関
連
す
る
輸
送
活
動
求
職
活
動
④
家
計
に
よ
る
サ
ー
ビ
ス
関
連
経
済
活
動
食
品
・
日
用
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貨
販
売
⑨
家
計
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で
は
な
い
）
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理
，
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り
付
け
，
保
守
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ス
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門
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ビ
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内
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持
，
建
設
＆
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＆
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②
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働
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の
義
務
＆
参
加
そ
れ
ら
の
待
ち
時
間
政
府
サ
ー
ビ
ス
・
個
人
サ
ー
ビ
ス
に
対
す
る
保
障
手
続
き
そ
の
他
の
政
府
サ
ー
ビ
ス
家
事
関
連
に
伴
う
移
動
家
事
関
連
に
伴
う
移
動
育
児
に
関
連
し
た
移
動
買
い
物
・
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
に
関
連
し
た
移
動
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非
労
働
活
動
④
個
人
的
ケ
ア
睡
眠
関
連
睡
眠
◎
個
人
的
ケ
ア
◎
個
人
活
動
①
個
人
ケ
ア
う
た
た
ね
睡
眠
睡
眠
・
休
息
睡
眠
療
養
食
事
身
だ
し
な
み
身
体
的
ケ
ア
受
診
そ
の
他
の
個
人
的
ケ
ア
身
だ
し
な
み
健
康
に
向
け
て
の
j自
己
ケ
ア
入
浴
（
自
分
自
身
や
家
族
が
行
う
も
の
）
宗
教
活
動
個
人
的
な
活
動
身
の
回
り
の
用
事
（
自
分
自
身
や
家
族
が
行
う
も
の
）
喫
煙
緊
急
時
の
個
人
ケ
ア
身
の
回
り
の
用
事
（
個
人
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
）
そ
の
他
の
活
動
個
人
的
な
ケ
ア
療
養
の
た
め
の
世
話
（
自
分
自
身
や
家
族
が
行
う
も
の
食
事
⑪
食
事
と
飲
み
物
食
事
朝
食
飲
食
夕
食
そ
の
他
の
飲
食
夜
食
軽
飲
食
関
連
す
る
移
動
⑤
自
由
時
間
社
会
参
加
・
宗
教
活
動
社
会
参
加
活
動
⑤
交
流
と
教
養
娯
楽
社
交
⑫
交
流
，
く
つ
ろ
ぎ
・
余
暇
礼
拝
・
読
経
教
養
娯
楽
交
流
交
際
冠
婚
葬
祭
く
つ
ろ
ぎ
交
流
イ
ベ
ン
ト
の
待
ち
時
間
人
と
会
っ
て
行
う
交
際
・
付
き
合
い
く
つ
ろ
ぎ
と
レ
ジ
ャ
ー
そ
の
他
の
友
人
・
隣
人
等
と
の
付
き
合
い
芸
術
と
娯
楽
家
族
と
の
団
ら
ん
社
交
・
く
つ
ろ
ぎ
，
レ
ジ
ャ
ー
の
た
め
の
待
ち
時
間
家
族
と
の
電
話
に
よ
る
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
そ
の
他
の
社
交
，く
つ
ろ
ぎ
，レ
ジ
ャ
ー
家
族
と
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
⑭
宗
教
・
神
へ
の
活
動
宗
教
的
・
神
に
対
す
る
実
践
そ
の
他
の
宗
教
的
・
神
へ
の
活
動
⑯
電
話
対
応
電
話
対
応
電
話
対
応
に
関
連
し
た
待
ち
時
間
そ
の
他
の
電
話
対
応
教
養
・
趣
味
・
娯
楽
教
養
・
娯
楽
⑧
娯
楽
，
レ
ジ
ャ
ー
，
交
際
メ
デ
ィ
ア
の
利
用
創
作
運
動
趣
味
と
し
て
の
菓
子
つ
く
り
趣
味
・
娯
楽
成
果
物
を
得
る
趣
味
・
娯
楽
（
屋
外
）
見
物
，
映
画
鑑
賞
趣
味
と
し
て
の
園
芸
社
会
交
流
ペ
ッ
ト
の
世
話
そ
の
他
の
活
動
犬
の
散
歩
等
関
連
す
る
移
動
趣
味
と
し
て
の
衣
類
等
の
作
成
趣
味
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
の
使
用
⑦
趣
味
と
ゲ
ー
ム
芸
術
と
趣
味
ゲ
ー
ム
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
ド
ラ
イ
ブ
ゲ
ー
ム
他
に
分
類
さ
れ
な
い
趣
味
・
娯
楽
ス
ポ
ー
ツ
エ
ア
ロ
ビ
ク
ス
系
ス
ポ
ー
ツ
⑥
ス
ポ
ー
ツ
と
戸
外
活
動
体
力
向
上
の
た
め
の
エ
ク
サ
サ
イ
ズ
⑬
ス
ポ
ー
ツ
・
体
力
づ
く
り
・
リ
ク
レ
ー
シ
ョ
ン
球
技
成
果
志
向
エ
ク
サ
サ
イ
ズ
ス
ポ
ー
ツ
・
体
力
づ
く
り
・
リ
ク
レ
ー
シ
ョ
ン
へ
の
参
加
ウ
ォ
ー
タ
ー
系
ス
ポ
ー
ツ
ス
ポ
ー
ツ
関
連
活
動
ス
ポ
ー
ツ
・
リ
ク
レ
ー
シ
ョ
ン
イ
ベ
ン
ト
へ
の
出
席
成
果
物
を
得
る
ス
ポ
ー
ツ
ス
ポ
ー
ツ
・
体
力
づ
く
り
・
リ
ク
レ
ー
シ
ョ
ン
へ
の
待
ち
時
間
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他
に
分
類
さ
れ
な
い
ス
ポ
ー
ツ
ス
ポ
ー
ツ
・
体
力
づ
く
り
・
リ
ク
レ
ー
シ
ョ
ン
へ
の
保
障
手
続
き
読
書
そ
の
他
の
ス
ポ
ー
ツ
・
体
力
つ
く
り
・
リ
ク
レ
ー
シ
ョ
ン
マ
ス
メ
デ
ィ
ア
利
用
新
聞
・
雑
誌
⑨
マ
ス
メ
デ
ィ
ア
読
書
テ
レ
ビ
T
V
，
ビ
デ
オ
，
D
V
D
ビ
デ
オ
・
D
V
D
ラ
デ
ィ
オ
，
音
楽
ラ
ジ
オ
C
D
・
カ
セ
ッ
ト
テ
ー
プ
休
養
・
く
つ
ろ
ぎ
休
養
・
く
つ
ろ
ぎ
⑥
そ
の
他
移
動
家
事
的
趣
味
に
伴
う
移
動
⑨
移
動
と
特
定
で
き
な
い
時
間
使
用
個
人
ケ
ア
に
よ
る
移
動
⑰
移
動
そ
の
他
の
移
動
本
業
に
か
か
わ
る
移
動
個
人
的
ケ
ア
に
伴
う
移
動
副
業
に
か
か
わ
る
移
動
家
計
活
動
に
伴
う
移
動
仕
事
へ
／
か
ら
の
移
動
家
族
の
ケ
ア
に
伴
う
移
動
（
別
掲
）
学
校
や
大
学
へ
／
か
ら
の
移
動
家
族
以
外
の
ケ
ア
に
伴
う
移
動
調
査
・
そ
の
他
社
会
生
活
基
本
調
査
に
関
連
す
る
行
動
移
動
自
由
時
間
研
究
に
関
連
し
た
移
動
労
働
に
伴
う
移
動
他
に
分
類
さ
れ
な
い
移
動
家
計
に
お
け
る
世
話
に
関
連
し
た
移
動
教
育
に
伴
う
移
動
買
い
物
・
サ
ー
ビ
ス
の
た
め
の
移
動
消
費
活
動
に
伴
う
移
動
子
供
の
輸
送
専
門
的
個
人
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
す
る
た
め
の
移
動
家
計
成
員
の
輸
送
家
計
サ
ー
ビ
ス
を
行
う
た
め
の
移
動
組
織
活
動
に
関
連
す
る
移
動
政
府
サ
ー
ビ
ス
＆
市
民
義
務
に
伴
う
移
動
非
公
式
な
支
援
に
に
関
連
す
る
移
動
飲
食
に
伴
う
移
動
参
加
活
動
に
伴
う
移
動
交
流
，く
つ
ろ
ぎ
，レ
ジ
ャ
ー
に
伴
う
移
動
社
会
生
活
に
関
連
す
る
移
動
ス
ポ
ー
ツ
，
体
力
控
除
い
う
，
リ
ク
レ
ー
シ
ョ
ン
に
伴
う
移
動
教
養
娯
楽
に
関
連
す
る
移
動
宗
教
＆
神
へ
の
活
動
に
対
す
る
移
動
野
外
活
動
と
ス
ポ
ー
ツ
に
関
連
す
る
移
動
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
に
つ
も
な
う
移
動
趣
味
の
関
連
す
る
移
動
電
話
対
応
に
伴
う
移
動
地
域
社
会
に
関
連
す
る
移
動
移
動
に
伴
う
保
障
手
続
歓
び
の
た
め
の
ド
ラ
イ
ブ
そ
の
他
の
移
動
③
学
業
・
学
習
・
研
究
学
業
学
校
で
の
授
業
・
そ
の
他
画
工
で
の
行
動
②
学
習
学
習
⑦
学
習
，
訓
練
⑥
教
育
学
校
の
宿
題
正
規
教
育
の
活
動
授
業
家
庭
教
師
に
よ
る
勉
強
・
学
習
塾
・
予
備
校
で
の
勉
強
等
学
校
ま
た
は
大
学
宿
題
，
復
習
及
び
正
規
教
育
に
関
連
す
る
活
動
課
外
授
業
（
除
く
ス
ポ
ー
ツ
）
学
校
で
の
学
習（
学
業
）中
の
休
憩
自
由
時
間
の
学
習
余
暇
学
習
あ
る
い
は
成
人
教
育
調
査
・
宿
題
通
学
職
業
に
関
連
す
る
専
門
的
職
業
訓
練
資
格
単
位
へ
の
活
動
学
習
・
自
己
啓
発
・
訓
練
学
習
・
研
究
（
学
業
以
外
）
そ
の
他
そ
の
他
の
教
育
関
連
す
る
移
動
注
記
）
こ
の
表
に
掲
載
さ
れ
て
い
る
行
動
分
類
は
各
国
に
お
け
る
生
活
時
間
調
査
の
大
分
類
を
基
礎
に
①
有
償
労
働
，
②
無
償
労
働
，
③
非
労
働
別
に
再
分
類
し
た
も
の
で
あ
る
。
各
国
行
動
分
類
の
大
分
類
番
号
を
昇
順
に
組
み
替
え
る
と
，
各
国
の
行
動
基
準
分
類
に
戻
す
こ
と
が
で
き
る
。
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
時
間
調
査
の
移
動
は
目
的
別
移
動
の
記
述
で
あ
り
場
所
を
単
位
と
し
た
移
動
で
は
な
い
。
出
所
）
各
国
の
時
間
使
用
調
査
の
行
動
分
類
は
下
記
の
調
査
に
お
け
る
も
の
で
あ
る
。
出
所
と
し
て
示
し
た
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
の
閲
覧
は
，
本
訳
者
ノ
ー
ト
執
筆
時
期
で
あ
る
。
日
本
：
総
務
省
統
計
局
「
平
成
２３
年
社
会
生
活
基
本
調
査
」。
ht
tp
:/
/w
w
w
.s
ta
t.g
o.
jp
/d
at
a/
sh
ak
ai
/2
01
1/
，「
分
類
事
項
一
覧
（
調
査
票
B
）」
な
ど
。
欧
州
：
E
U
R
O
ST
A
T
，
２０
０９
年
欧
州
統
一
時
間
使
用
調
査
。
H
ar
m
on
is
ed
E
ur
op
ea
n
T
im
e
U
se
Su
rv
ey
s
:２
００
８
G
ui
de
lin
es
の
“
A
ct
iv
ity
co
di
ng
lis
t”
よ
り
作
成
。
ht
tp
:/
/e
c.
eu
ro
pa
.e
u/
eu
ro
st
at
中
国
：
中
国
国
家
統
計
局
「
２０
０８
時
間
利
用
調
査
」。
「
時
間
利
用
活
動
分
類
」
ht
tp
:/
/w
w
w
.s
ta
ts
.g
ov
.c
n/
，
ht
tp
:/
/w
w
w
.c
hi
na
-e
co
no
m
ic
-d
at
a.
co
m
/e
ng
lis
h/
sh
ow
.p
hp
?c
on
te
nt
id
=3
97
。
米
国
：
B
ur
ea
u
of
La
bo
r
St
at
is
tic
s，
「
米
国
時
間
使
用
調
査
」。
A
m
er
ic
an
T
im
e
U
se
Su
rv
ey
（
ht
tp
:/
/w
w
w
.b
ls
.g
ov
/t
us
/）
A
ct
iv
ity
Le
xi
co
n
２０
１１
よ
り
作
成
。
訳者ノート
147
への対処方法の違いという問題もある（たとえ
ば，移動・輸送をどのように取り扱うか）が，
むしろ，強調しておきたいことは，各国の社会
的・文化的背景がそれに強く反映されているよ
うに見えることである。実際，時間使用調査が
捉えようとしていることは，何のために時間を
使っているか，という主体（調査客体）の意識
（しかも，十分社会化された，人の目を意識し
たそれ）が入り込む余地の大きい事柄である４）。
さらに，時間使用調査にもとづく分析のうち，
無償労働の貨幣評価への注目が高まる中で，
SNAの（二重の）生産境界概念が時間使用調
査の設計者にとっても，意識せざるをえない図
式となり，時間使用調査で用いられる行動分類
に多かれ少なかれ影響を与えているという点に
も注目したい。
最後の点については，右に示す日本の社会生
活基本調査の大分類を一瞥すれば，それが SNA
の二重の生産境界概念（狭義生産境界および広
義生産境界）に基づいたものであることを理解
することができるであろう。すなわち，有償労
働は，狭義生産境界内の人間活動，無償労働は，
狭義生産境界外であり，かつ，広義生産境界内
の人間活動である。なお，ボランティア活動の
位置づけについては，重要な論点があり，中国
TUSでも，特徴的な取り扱いが見られる。そ
の点も，後述する。
社会生活基本調査大分類（調査票 B）
有償労働
無償労働（ボランティア活動を含む）
学業，学習・自己啓発・訓練
個人的ケア
自由時間
その他
① 正規部門就業と家計部門生産
中国 TUS行動分類では，各国がたんに「仕
事」として一括する行動を４つに分けている。
正規部門，すなわち，（金融・非金融）法人・
準法人企業，非営利機関，一般政府の各部門に
おける就業（大分類１）と残余の部門，すなわ
ち，非法人企業を含む家計部門における就業（被
雇用および自営業）を分け，後者をさらに第１
次産業（大分類２），第２次産業（大分類３），
第３次産業（大分類４）に分けている。後者に
は，市場向けの生産主体ばかりでなく，自給生
産主体も含まれており，通常の意味で，「支払
われない」労働が関わっているが，定義上，そ
れは，無償労働ではない。
② 移動・輸送の取り扱いの問題
まず，注意すべきこととして，「移動」（travel）
と「輸送」（transport）とは，異なるカテゴリ
ーであるということである。すなわち，「移動」
は，時間使用のカテゴリーであり，「輸送」は，
生産のカテゴリーである。「移動」という時間
３）「１次活動」とは，時間使用調査で伝統的に用いら
れている用語で，通常の説明によれば，睡眠，食事
など生理的に必要な活動とされている。同様に，や
はり通常の説明によれば，「２次活動」は，仕事，家
事など社会生活を営む上で義務的な性格の強い活動，
「３次活動」は，１次活動，２次活動以外で各人が自
由に使える時間における活動をさす用語である。
４）したがって，当該調査を利用しようとする主体の
分析意図が，そうした意識と整合性をもつかどうか
を十分吟味する必要がある。たとえば，食事の有無
の情報を時間使用調査によって把握しようとする場
合，必要な情報が得られないかもしれない。パーティ
ーに出席することは，食事の時間として意識される
であろうか？その他，行事・交際・遊戯（スポーツ）
のための時間にカロリー摂取・栄養摂取が関わって
いる可能性がある。調査の単位時間の設定の仕方（「社
会生活基本調査」では，１５分，中国 TUSでは，１０分）
の問題もあるが，同時行動としてさえ，それが認識
され，記録されているとは限らない。金子（２０１４）
を参照せよ。
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使用が行なわれる時には，（「自己勘定」の歩行
を含め）最大限広く捉えられた「輸送」活動が
実行されている。より適切に表現するならば，
移動する主体は，輸送サービスを受け取ってい
る。
その輸送サービスの実行主体は，輸送業者で
あるかもしれないし（電車，バス，タクシーを
用いた移動），SNA（狭義）生産境界内にある
その他の生産主体かもしれないし（学校が運行
するスクール・バス，自社保有の輸送手段によ
る役員や従業員の輸送），移動主体自身かもし
れない（マイカー，自転車による移動，歩行）。
移動のための時間について，２通りの記録方
法が考えられる。ひとつは，それを独立した行
動類型として記録する方法，もうひとつは，そ
の移動が何のための移動かを考察し，移動の目
的に照らして（たとえば，買い物のための）移
動時間として（場合によってはひとくくりの行
動として）記録することである。前者を独立項
目としての移動，後者を付随項目５）としての移
動と呼んでおこう。
付表２では，３つの取り扱いが観察される。
まず，米国の行動分類においては，移動は独立
した分類項目である。日本と中国では，付随項
目として分類されている。ヨーロッパ分類でも，
移動は，付随項目であるが，別途，独立項目と
して再掲される。
一方，輸送は生産のカテゴリーなので，論理
的には，時間配分に関する調査の独立項目とな
ることはない。したがって，仕事とは別の時間
に行なわれる輸送は，移動のための時間に含ま
れているはずである。たとえば，マイカーの運
転は，仕事の行き帰りの時間（通勤時間）に含
まれているかもしれないし，子どもの学校への
行き帰りの時間（通学時間）に行なわれる子ど
もの送迎のために親が行なう輸送活動であるか
もしれない。無償労働の貨幣評価を行なう目的
からは，こうした活動が捕捉されていなければ
ならない。中国 TUSで輸送の手段が調査され
ているのは，おそらくそうした目的に資するこ
とを意図したものであろう。輸送生産活動の取
り扱いに関する，実務的，原理的な論点につい
ては，別の機会に譲らざるをえない。
③ 宗教活動の位置づけ
HETUS（ヨーロッパ統一時間使用調査）で
は，宗教活動を次のように定義している。すな
わち，宗教活動とは，教会，寺社等の参拝・礼
拝，宗教的儀式（結婚式６）や葬式を含む）への
参加，家庭内外における宗教的実践（祈り，聖
書を読むこと，宗教的儀式の実施等），テレビ，
ラジオ，ビデオなどメディアを通した宗教的実
践のことと定義されている。このように定義さ
れた宗教活動は，HETUS上，「ボランティア
活動」のうち，「参加活動」に分類されている。
実は，宗教活動の取り扱いには，各国の時間
使用調査で差異がある。付表２によって整理す
ると，宗教活動について，ヨーロッパでは前述
の通りであるが，日本では，冠婚葬祭は，「交
際」，礼拝・読経などは，「社会参加・宗教活動」
に含まれる。いずれも，自由時間の内訳項目で
ある。中国では，冠婚葬祭は，社会交流項目で
あるから，日本と同じ位置づけであるが，それ
を除く宗教活動は，睡眠，食事や入浴などの身
の回りの用事と同じ「個人活動」に分類されて
いることが注目される。生理的必要としての１
次活動とは異なるカテゴリーとして「個人活動」
という新たな概念を構築した点に中国 TUSの
行動分類の新奇性を見いだすことができるかも
しれない７）。イスラム教徒の礼拝（サラート）
のように，身体的な意味で，１次活動あるいは
セルフ・ケア（セルフ・メンテナンス）といえ
５）ここで用いる「付随」の語は，統計用語として“an-
cillary activities”を「付随的活動」と訳す際とは異な
る意味で用いている。
６）結婚式のあとのパーティーは，別分類である。
７）１９９８年～１９９９年にインド政府によって行なわれた
試験的な時間使用調査の行動分類でも，同様であり，
「個人的宗教実践および瞑想」は，「個人ケアおよび
自己管理」に分類されている。UNSD（１９９９）を見よ。
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るかどうか，疑問のある場合も，それを覆う文
化の問題として了解できるかもしれない。
④ 生産境界の問題とボランティア活動
既に述べたように，時間使用調査結果を無償
労働概念と結びつけようとする場合，その行動
分類が SNAの二重の生産境界（狭義生産境界・
広義生産境界）と整合的なものである必要があ
る。しかし，たとえば，１次活動のうち，身の
回りの用事は，その格付けが問題となるひとつ
の項目である。１次活動の中でも，睡眠や食事
は委任可能性がないので，第三者基準に照らし
て，広義生産境界外であるが，洗顔，洗髪，ひ
げそり，化粧など，いわゆる身の回りの用事は，
ひとにやってもらうことができるので，厳密に
言えば，広義生産境界内である。しかしながら，
通常，それが無償労働とされることはない８）。
時間使用調査に基づく分析や無償労働の研究
において，ボランティア活動を無償労働に位置
づけることはごく一般的なことであった。しか
し，実は，SNA生産境界の観点からは，少な
くとも大部分のボランティア活動は狭義生産境
界に属することに注目しなければならない。も
ともと，９３SNAでは，第三者基準に基づいて
広義生産境界が定義され，狭義生産境界と広義
生産境界との違いは，もっぱら，自己勘定のサ
ービス生産の領域だけに存在する。すなわち，９３
SNAでは，持ち家住宅に関する帰属サービス
（帰属家賃）と家事使用人を雇って家計が生産
する有償の家事サービスは，狭義生産境界に属
し，その他の自己勘定生産されたサービスは，
狭義生産境界外，広義生産境界内とする。
ボランティア活動は，第三者基準を満たし，
かつ，ふつうに考察すれば，自己勘定生産では
ないので，意外に聞こえるかもしれないが，SNA
狭義生産境界に属すると解される。しかし，こ
こで困難が存在するのは，２０１１年に，ILOが示
した見解（ILO（２０１１）の付録「国際労働機関
によるボランティア活動の取り扱いと SNA」
におけるそれ）とは異なるということである。
ILOが提示した労働力調査の国際基準では，労
働力概念や就業概念は，SNA狭義生産境界の
定義と連動するように設計されている。ILOの
解釈を簡単にまとめると，「ほとんどのボラン
ティア労働は，SNA狭義生産境界内に配置さ
れる」ということになるだろう。より具体的に
は，ボランティア労働のうち，家計以外の組織
（法人企業や一般政府，非営利機関，中国 TUS
の用語では正規部門）に供給されるものは SNA
狭義生産境界に含まれるが，組織を経由しない
で，他の家計・個人にサービスを直接提供する
ような直接ボランティア（他の家計への支援）
は狭義生産境界外，広義生産境界内である。
この ILO解釈の合理性を理解するのは容易
ではないが，有償の家事サービスの取り扱いが
６８SNAと９３SNAとの間で変更されていること
が鍵となると思われる。すなわち，６８SNAで
は，有償の家事サービスは，家計が他の家計に
供給する非要素サービスであったが，９３SNA
でそれが，サービスを受け取る側の家計が有償
家事スタッフを雇って自ら生産し，自ら消費す
る自己勘定サービスと規定された。したがって，
たとえば，近隣の老人のために買い物をしてき
てあげた場合，９３SNA（０８SNA）規定では，老
人の家計に雇われる無償家事スタッフとなり，
家計の自己勘定サービスの中で，帰属家賃と有
償家事サービスのみを例外とし，他の自己勘定
サービスを SNA狭義生産境界外とする規定に
該当してしまうからである。
この解釈に疑義がないわけではないが，むし
ろ，注目したいのは，既述のように，無償労働
の貨幣評価を行なったり，無償労働の分析を行
なったりする，圧倒的に多くの場合，ボランティ
ア労働全体が無償労働とみなされるのが通例で
あることである。いずれにせよ，時間使用調査
で，他の家計への支援を他のボランティア活動
８）身の回りの用事を自分ですることができなくなっ た状態が「要介護」である。
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一般と切り離して記録すべき理由が存在するこ
とになる。そのことを意識したかどうかは不明
であるが，中国 TUSの行動分類では，米国行
動分類と同様に，他の家計への支援を自身の家
計に属する成員に対するケアの延長線上の活動
（同じ大分類に属する中分類６３他の家計への無
償家事支援）として捉えている。なお，日本と
HETUSでは，両者ともにボランティア活動で
ある。ただし，HETUSは，「ボランティア活
動と会合」（大分類４）を組織労働（４１）と他
の家計への非公式支援（４２）と参加活動（４３）
に細分しているので，ILO解釈に則して作業す
ることにそれほど困難はないと思われる９）。
２．中国の時間使用の特質
付表３から，有償労働時間と無償労働時間の
合計（合計労働時間）を OECD加盟諸国平均
と OECDパートナー諸国（中国，インド，南
アフリカ）で男女別に比較してみると，OECD
加盟諸国平均における男女間開差（女性の合計
労働時間－男性の合計労働時間）は３０分以内（ド
イツは，３分，日本は，１０分）であるのに対し
て中国の男女間開差は１時間程度，インドでは
約１時間３０分程度，南アフリカでは約１時間の
開差がある。もっとも，OECD加盟諸国の中
にも，イタリーのように，合計労働時間の男女
間開差の大きい国もある。なお，付表３では，
男女ともに，合計労働時間が８時間を超えてい
るのは，日本とメキシコの２国だけであること
にも注意する。
次に，合計労働時間の男女差の裏側にある，
余暇時間の男女差について検討する。ナンシ
ー・フレイザーは，「ジェンダー公正」（gender
equity）の７つの原則のひとつとして，「余暇
時間の平等」を提示している１０）。余暇時間を男
女別に見てみると，OECD加盟諸国では平均
的に４０～５０分程度男性のほうが長いのに対して，
中国では約３０分，インドでは約１時間程度，男
性が女性より長く余暇を楽しんでいる。また，
中国，インド，メキシコの場合，女性の余暇時
間の絶対的短さは、印象的である。余暇時間に
関して目立って開差が小さかったのは日本の場
合で，男女間の開差はわずか４分であった１１）。
次に，合計労働時間のうち，有償労働時間と
無償労働時間の比率を見てみると，男性の無償
労働時間は総じて有償労働時間に比して短い反
面，女性は，無償労働時間が有償労働時間と比
べて総じて長い。そのなかでも，各国差があり，
スウェーデンなど，北欧諸国では女性の有償労
働時間と無償労働時間がほぼ拮抗しているのに
対して，イタリー，ドイツなど南欧・中欧諸国
では，女性の無償労働時間が長い。こうした数
字は，エスピン・アンデルセンの福祉国家類型
論を想起させるが，意外に思えるかも知れない
が，米国の女性の有償労働時間・無償労働時間
比は，南欧・中欧のそれより北欧のそれに近
い１２）。
中国の場合，女性の有償労働時間は，スウェ
ーデンの女性の有償労働時間より長く，有償労
働時間・無償労働時間比も，スウェーデン以上
９）参加活動をどう捉えるかという別の問題があるが，
紙幅がない。
１０）Fraser（１９９４，１９９７，２０００）およびフレイザ （ー２００３）
を見よ。
１１）Bittman and Wajcman（２０００）は，１９８１年～１９９２年
までの先進１０ヶ国データによって，多くの先進国で
は，形式的には，男女間の余暇時間の平等（別言す
れば，合計労働時間の平等）がほぼ達成されている
が，女性の余暇時間には，多くの場合，余暇の同時
行動としてのケアが含まれていること，余暇時間が
分断されていることのため，質的な意味での余暇時
間の平等が達成されているとは言い難いことをデー
タに基づき主張している。
１２）女性の有償労働時間・無償労働時間比は，スウェ
ーデンが１．０７，ノルウェーが０．９４である一方，ドイ
ツが０．５４，イタリーが０．４５である（OECD平均は０．７０）。
一方，米国は，０．８１，韓国は，０．９５，中国は，１．２０
であり，これらの国の女性の有償労働時間・無償労
働時間比は，中・南欧諸国より北欧諸国に近いよう
に見える。日本は，英国その他とともに，ほぼ OECD
平均の位置にある。
訳者ノート
151
付
表
３
各
国
注
１
） の
時
間
使
用
の
比
較
単
位
：
時
．
分
O
EC
D２
６
オー
スト
ラリ
ア
カ
ナ
ダ
フ
ラ
ン
ス
ド
イ
ツ
イ
タ
リ
ー
日
本
韓
国
オ
ラ
ン
ダ
ノ
ル
ウ
ェ
ー
ス
ペ
イ
ン
ス
エ
ー
デ
ン
英
国
米
国
メ
キ
シ
コ
中
国
イ
ン
ド
南
ア
フ
リ
カ
２０
０６
２０
１０
２０
０９
２０
０１
―０
２
２０
０８
―９
２０
１１
２０
０９
２０
０５
―０
６
２０
１０
２０
０９
―１
０
２０
１０
２０
０５
２０
１０
２０
０９
２０
０８
１９
９９
２０
００
男
女
計
項
目
注
２
）
１
有
償
労
働
３
．５
６
３
．３
１
４
．２
５
２
．４
８
３
．２
５
４
．０
１
５
．２
９
４
．４
３
４
．０
１
３
．４
０
２
．５
６
４
．２
４
３
．５
５
４
．０
３
４
．５
３
５
．１
５
４
．３
２
３
．２
４
２
無
償
労
働
３
．５
１
４
．０
３
３
．２
７
３
．３
５
３
．３
２
３
．５
３
２
．５
８
２
．１
６
３
．４
３
３
．１
９
３
．３
７
２
．４
９
４
．０
３
３
．２
５
４
．１
３
２
．４
４
３
．１
１
２
．６
０
有
償
労
働
＋
無
償
労
働
７
．４
６
７
．３
４
７
．５
２
６
．２
３
６
．５
８
７
．５
４
８
．２
７
６
．５
９
７
．４
４
７
．０
０
６
．３
２
７
．１
４
７
．５
８
７
．２
９
９
．０
５
７
．５
９
７
．４
３
６
．２
４
３
個
人
の
ケ
ア
１０
．５
２
１０
．５
７
１０
．０
６
１２
．２
７
１０
．４
７
１１
．１
０
１０
．４
２
１０
．５
２
１０
．３
８
１０
．２
１
１１
．３
６
９
．４
６
９
．４
７
１０
．３
８
１０
．１
９
１１
．３
４
１１
．２
７
１１
．２
６
４
レ
ジ
ャ
ー
４
．６
０
４
．４
１
５
．１
５
４
．５
３
５
．３
９
４
．３
９
３
．５
４
４
．５
１
４
．５
６
６
．１
７
５
．２
０
５
．０
７
６
．０
０
４
．５
２
３
．４
０
３
．４
８
４
．１
４
４
．５
１
５
そ
の
他
０
．５
０
０
．４
７
０
．４
７
０
．４
２
０
．３
６
０
．４
１
１
．１
５
１
．１
８
１
．１
３
０
．１
７
０
．３
２
０
．１
０
０
．５
８
１
．０
２
０
．５
５
０
．４
０
０
．３
６
１
．１
９
男
性 １
有
償
労
働
４
．５
７
４
．３
９
５
．０
４
３
．２
２
４
．１
６
５
．１
８
７
．０
７
５
．５
５
５
．１
３
４
．２
７
５
．０
６
４
．４
８
４
．４
７
４
．３
８
６
．５
７
６
．０
４
６
．０
３
４
．１
６
２
無
償
労
働
２
．１
９
２
．５
２
２
．４
０
２
．２
３
２
．４
４
１
．４
４
１
．０
２
０
．４
５
２
．１
３
３
．０
４
２
．３
４
２
．３
４
２
．２
１
２
．４
１
１
．５
３
１
．３
１
０
．５
２
１
．３
２
有
償
労
働
＋
無
償
労
働
７
．１
６
７
．３
１
７
．４
４
５
．４
４
６
．５
９
７
．０
２
８
．０
９
６
．４
０
７
．２
６
７
．３
１
７
．４
０
７
．２
２
７
．０
８
７
．１
９
８
．５
０
７
．３
５
６
．５
４
５
．４
７
３
個
人
の
ケ
ア
１０
．３
７
１０
．４
９
９
．５
５
１２
．１
８
１０
．３
６
１１
．１
１
１０
．３
７
１０
．５
１
１０
．１
９
９
．４
８
１０
．２
５
９
．３
３
９
．３
４
１０
．２
７
１０
．１
９
１１
．３
６
１１
．４
３
１１
．２
２
４
レ
ジ
ャ
ー
５
．１
８
４
．５
７
５
．３
６
５
．１
８
５
．５
１
５
．０
９
４
．０
０
５
．１
４
５
．０
１
６
．１
９
５
．１
０
５
．１
４
６
．２
２
５
．１
５
３
．５
６
４
．０
８
４
．４
３
５
．２
７
５
そ
の
他
０
．４
９
０
．４
３
０
．４
５
０
．４
０
０
．３
４
０
．３
９
１
．１
４
１
．１
５
１
．１
５
０
．１
７
０
．４
４
０
．１
０
０
．５
６
０
．５
９
０
．５
５
０
．４
１
０
．４
０
１
．２
４
女
性 １
有
償
労
働
３
．０
２
２
．２
６
３
．４
６
２
．１
７
２
．３
３
２
．４
４
３
．１
９
３
．２
９
２
．４
８
３
．１
７
３
．３
１
３
．５
１
３
．０
５
３
．３
０
３
．０
５
４
．２
６
２
．４
７
２
．３
９
２
無
償
労
働
４
．３
４
５
．１
１
４
．１
４
３
．５
３
４
．２
９
５
．１
５
４
．５
９
３
．４
７
４
．１
４
３
．３
５
４
．１
８
３
．２
７
４
．１
８
４
．０
８
６
．１
３
３
．５
４
５
．５
２
４
．１
７
有
償
労
働
＋
無
償
労
働
７
．３
６
７
．３
７
７
．５
９
６
．１
０
７
．０
２
７
．５
９
８
．１
９
７
．１
６
７
．０
２
６
．５
２
７
．４
９
７
．１
７
７
．２
３
７
．３
８
９
．１
８
８
．２
０
８
．３
８
６
．５
６
３
個
人
の
ケ
ア
１０
．５
３
１１
．０
６
１０
．１
７
１２
．３
５
１０
．５
６
１１
．１
０
１０
．５
６
１０
．５
４
１０
．５
７
１０
．３
０
１０
．３
９
１０
．１
７
９
．５
８
１０
．４
８
１０
．２
０
１１
．３
２
１１
．１
０
１１
．２
９
４
レ
ジ
ャ
ー
４
．４
０
４
．２
９
４
．５
４
４
．３
０
５
．２
６
４
．０
８
４
．０
４
４
．２
８
４
．５
０
６
．１
６
４
．３
３
４
．３
２
５
．３
９
４
．２
９
３
．２
６
３
．３
１
３
．４
１
４
．２
０
５
そ
の
他
０
．５
０
０
．４
７
０
．４
７
０
．４
２
０
．３
６
０
．４
１
１
．１
５
１
．１
８
１
．１
３
０
．１
７
０
．３
２
０
．１
０
０
．５
８
１
．０
２
０
．５
５
０
．４
０
０
．３
６
１
．１
９
注
１
）
表
記
さ
れ
て
い
る
国
は
O
E
C
D
加
盟
国
の
内
主
な
時
間
使
用
調
査
国
と
O
E
C
D
パ
ー
ト
ナ
ー
国
注
２
）
項
目
の
内
「
そ
の
他
」
に
は
学
習
が
含
ま
れ
る
。
項
目
の
内
訳
構
成
時
間
は
以
下
の
通
り
有
償
労
働
＝
有
償
労
働
＋
有
償
労
働
・
学
習
に
伴
う
移
動
＋
求
職
活
動
無
償
労
働
＝
日
常
的
な
家
事
活
動
＋
買
い
物
＋
家
族
成
員
へ
の
世
話
（
子
供
、
大
人
）
＋
家
族
成
員
以
外
の
世
話
＋
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
＋
家
事
関
連
に
伴
う
移
動
＋
そ
の
他
の
無
償
労
働
個
人
の
ケ
ア
＝
睡
眠
＋
飲
食
＋
個
人
的
あ
る
い
は
家
族
の
個
人
的
ケ
ア
（
受
診
、
宗
教
活
動
）
と
そ
れ
に
伴
う
移
動
レ
ジ
ャ
ー
＝
ス
ポ
ー
ツ
＋
イ
ベ
ン
ト
参
加
＋
友
人
と
の
談
合
＋
T
V
・
ラ
ジ
オ
鑑
賞
＋
そ
の
他
の
レ
ジ
ャ
ー
活
動
そ
の
他
＝
宗
教
・
精
神
的
な
活
動
＋
そ
の
他
の
分
類
で
き
な
い
活
動
＋
学
校
生
活
＋
宿
題
＋
他
の
有
償
労
働
ま
た
は
関
連
す
る
学
習
注
３
）
行
動
時
間
合
計
が
２４
時
間
と
は
な
ら
な
い
国
が
あ
る
こ
と
に
注
意
を
要
す
る
出
所
）
ht
tp
:/
/w
w
w
.o
ec
d.
or
g/
ge
nd
er
/d
at
a/
ba
la
nc
in
gp
ai
dw
or
ku
np
ai
dw
or
ka
nd
le
is
ur
e.
ht
m
，
２０
１５
年
５
月
２０
日
閲
覧
。
152
に高い。著者は，中国では，都市部の女性の有
償労働時間が短い反面，農村部での有償労働時
間が長いことを指摘している。
Neuwirth（２００７）に紹介されているように，
時間使用データに計量経済学的分析を実行し，
時間配分の決定要因を探ろうとした研究事例は，
数多い。その共通の認識は，時間配分の決定要
因の分析に，通常の最小二乗法（OLS；Ordinary
Least Squares）は利用できないということで
ある。実際，時間使用データには，合計時間制
約があること，ひとつの時間使用カテゴリ （ーた
とえば，市場労働＝有償労働に向けられる時間）
を増やせば，他の時間使用カテゴリーに向けら
れる時間は，必然的に減少することから，誤差
項の分散共分散行列は，明らかに，ガウス・マ
ルコフ定理の前提を満たさない。したがって，
OLS推計結果が BLUEとなることを保証する
条件が欠如している。
二段階最小二乗法（２SLS）など，連立方程
式推計を用いた研究事例もあるが，そのような
方法をとることに伴う操作変数の選択における
恣意性などを排除しながら，あたかも，通常の
最小二乗法を実行するかのように，計量分析を
実行することを可能にするのが SUR（見かけ
上無関係な回帰）である。Neuwirth（２００７）
は，先に指摘した二重の制約条件（定数の合計
制約と説明変数の係数の合計制約）を課した
SURを用いてオーストリアの時間使用データ
を分析している。董・安論文が踏襲したのは，
この方法である１３）。
分析結果は，著者が提示しているとおりであ
るが，市場経済諸国で女性の労働市場への参加
の拡大とともに，問題となる（有償労働と無償
労働の）「二重の負担」「セカンド・シフト」の
問題が中国で顕著に表れていることが示されて
いる。こうした，中央計画経済ではありえなかっ
たであろう問題が（社会主義）市場経済への移
行とともに中国でも深刻な問題として認識され
るようになった。たとえば，論文中の表４によっ
てみると，結婚や幼児の存在は，女性の無償労
働時間を顕著に高めるが，男性はそれほどでは
ない。
３．貨幣評価をめぐる新しい視点
本論文で著者は，インプット方式による無償
労働の貨幣評価を行なっている。インプット方
式を採用していること，そのうえで，機会費用
法，代替費用法の各種の方法による推計結果を
提示していることはわが国と同様である。GDP
比で，（方法によって変動があるが）３０％程度
という推計結果は，わが国の直近の数字と近い。
いくつか，注意すべき点を述べておくことに
しよう。
１）機会費用の計算が緻密である。
わが国の機会費用法の適用では，有業，無業
ともに，男女別，年齢別に，該当する賃金デー
タを賃金センサス等から選択しているが，本研
究では，無業者（非就業者）について「賃金回
帰式」を用い，男女，教育水準，都市・農村の
別などを考慮しながら，綿密な機会費用の推計
が行なわれている１４）。
２）自営業者にとっての機会費用は，混合所得
である。
本研究では，有業者（就業者）については，
男女別・教育水準別に現実の稼得データを用い
ている。それは，具体的には，収入データが TUS
でカテゴリー・データとして調査されているの
で，階級別に収入階級値を有償労働時間で除し
て得た値であり，自営業者については，賃金デ
ータではなく，混合所得であるということに注
意する必要があるだろう。ある意味では，それ
１３）なお，Kimmel and Connelly（２００７）も，SURを使
用した先行事例であるが，彼らは，トービット分析
を用いている。
１４）ただし，無償労働を実施する個人が実際に有償労
働を市場に供給した場合に得られる賃金がその教育
水準や潜在経験年数によって予測される賃金と等し
いかどうかは疑問である。
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は，機会費用概念の適切な適用であるが，アウ
トプット法と異なり，インプット法は，労働費
用のみを用いて無償労働の貨幣評価を行なう方
法であるという一般的了解との齟齬がある。な
お，被用者と自営業者の区別を行なわない推計
方法を著者は，一律平均稼得法（economy-wide
mean earnings method）と呼んでいる。
３）代替費用法として，いわゆるジェネラリス
ト法が採用されているが，都市・農村別に異な
る代替賃金が考慮されていている。
結びに代えて
最後に，若干の政策的論点を述べる。本ノー
トでも言及したナンシー・フレイザーのジェン
ダー公正の７原則は，現実の状況あるいは（実
施されている，あるいは，提案されている）政
策を評価するうえで，一定の有効性をもつよう
に思われる。フレイザーが複数の文献で繰り返
し主張しているのは，以下の７つである。
１．反貧困原則
２．反搾取原則
３．所得平等の原則
４．余暇時間平等の原則
５．尊重の平等の原則
６．反周縁化原則
７．反男性中心主義原則
董・安論文では，Bittman and Wajcman
（２０００）と同様に，フレイザーの７原則の中で
余暇時間の平等（全労働時間の平等といっても
ほぼ同じものである）を重視しているように見
える１５）。理想的ではありえない現実の状況をど
のような政策が改善するのか，ということを判
断してゆくうえでフレイザーの７原則は，有効
な基礎を提供しているように思われるのである。
たとえば，わが国の実情に照らしていえば，女
性の無償労働を軽減するために，外国人のメー
ドを導入すべきか，所得税の配偶者控除を廃止
することは望ましいか，といった問題に対して，
フレイザーの用語でいえば「総稼ぎ手モデル」
（英米型，市場主義型モデル）とは別の判断を
下せる可能性を示唆しているように思われるの
である。
著者は，本論文の最後に次のように書いてい
ることに改めて注目したい。「市場改革は，従
来，女性の再生産役割に対して政府や雇用主体
がもっていた，支援や保護の体制を侵食し，そ
の結果として中国の女性が抱える仕事と家庭の
板挟みの状況をいっそう悪化させることになっ
た。このような中国の発展政策は，女性に対し
て不当なものであり，長期的に見て，持続性を
もつものでもない。したがって，われわれは，
再生産経済をサポートし，よりジェンダー的に
公正な方法で社会的に適切な家事・ケアサービ
スが供給されるように，いっそうの政策的配慮
がなされることを望みたい」。
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